
京都市の財政構造

⑴ 地方交付税制度から見た京都市の財政運営

⑵ 市税・地方交付税収入の他都市比較

⑶ 歳出水準の他都市比較

⑷ その他各種指標の他都市比較

資料７

本資料は，本市の財政構造面にのみ着目して

資料を作成しており，これまでの政策推進による

成果（都市格や都市の魅力の向上等）には言及

していない。
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（単位：百万円）

経費 一財 経費 一財

市独自の保育料軽減 市独自の保育料軽減 2,708 2,542 1,694 1,577

市独自の保育士加配 市独自の配置基準に基づく保育士加配 1,829 1,829 1,866 1,866

保育所等運営費助成 保育所等の職員の処遇改善等のための助成 4,410 4,125 4,093 4,093

障害児保育対策独自加算 障害児保育の受入に対する独自の加算 866 866 878 878

障害者医療費 2,334 1,167 2,308 1,154

子ども医療費 2,047 1,024 2,180 1,090

ひとり親家庭等医療費 1,003 501 1,020 510

老人医療費 601 301 317 159

重度障害老人健康管理費助成費 1,367 656 1,263 599

学童う歯対策 小学生のむし歯治療費を助成 351 317 359 283

国民健康保険事業（財政支援分） 市独自の財政支援(保険料軽減) 8,223 8,223 8,226 8,226

敬老乗車証 敬老乗車証利用分の公営企業等への負担金 5,717 4,981 6,008 5,244

福祉乗車証 福祉乗車証利用分の公営企業等への負担金 1,319 1,319 1,334 1,334

被災者住宅再建等支援事業 本市独自の被災住宅の再建経費等補助 1,669 1,669 398 398

中央市場・食肉市場繰出金 運営費・整備費に対する財政支援 989 989 1,144 1,144

水道事業繰出金 水道事業への繰出金(繰出基準内含む） 1,658 537 1,988 583

下水道事業繰出金 下水道事業への繰出金(繰出基準内含む） 21,488 21,488 21,908 21,908

バス事業繰出金 バス事業への繰出金(繰出基準内含む） 354 354 207 207

地下鉄事業繰出金 交通事業への繰出金(繰出基準内含む） 5,598 2,731 6,413 3,165

文化事業 文化イベント，文化財保護，文化施設運営等 4,563 1,559 5,372 2,240

観光振興事業 観光振興事業 1,150 1,115 1,161 1,127

企業立地促進助成 企業誘致のための立地助成 516 516 492 492

事　業　名
元年度

概要

府市協調で実施する医療費助成

本市で実施している任意事業（主なもの）

2年度

(参考－地方交付税の概要)

地方交付税は，地方公共団体間の財源の不均衡を調整し(財源調整機能)，どの地域に住む

国民にも一定の行政サービスを提供できるよう財源を保障（財源保障機能）するためのもの
で，地方の固有財源とされる。

【算定の仕組み】

－ ＝ 普通交付税額基準財政収入額基準財政需要額

＜留保財源＞
標準的な地方税収入

×
算入率（25%）

単位費用
×

測定単位
(国政調査人口等)

×
補正計数

（段階補正等）

標準的な地方税収入
×

算入率（75%）
＋

地方譲与税等

基準財政需要額
－

基準財政収入額

標準財政規模
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(2)市民一人当たりの市税・地方交付税収入の他都市比較（H30決算）

＜市税＞
○ 政令市中９番目。
○ 他都市平均よりも△10,600円少なく，人口換算（147万人）では156億円少ない。

京都市決算額：2,917億円
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円

（参考－個人・固定資産税収入の状況）
➣ 個人市民税
○ 政令市中８番目に少ない
○ 他都市平均よりも△8,400円少なく，人口換算（147万人）では123億円少ない。

京都市決算額：1,107億円
（参考）令和元年度
ふるさと納税による
市外流出額は△39億円
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％ 指定都市の人口に占める納税義務者の割合 〇政令市中３番目に低い
〇人口換算で58千人少ない

◆ 個人市民税が少ない要因

京都市は人口に占める大学生や高齢者の割合が他の指定都市よりも高いことから，一般的な就業者層である23
歳から64歳までの割合が低くなることで，指定都市の中で人口に占める納税義務者の割合が低くなっていると考
えられます。

➣ 固定資産税
○ 政令市中９番目。
○ 他都市平均よりも△3,000円少なく，人口換算（147万人）では45億円少ない。

京都市決算額：1,049億円
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103,893
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◆ 固定資産税が少ない要因

京都市は，数多くの歴史的資産や風情ある町並みが融合し，地域ごとに特色ある多様な景観を大切に受
け継いできた歴史都市であり，土地の固定資産評価額の１㎡単価は指定都市の中で上位にあります。一方
で，景観や住環境を保全するための建築物の高さ規制等の影響により，非木造家屋の市民一人当たりの床
面積は，指定都市中6番目に低くなっています。
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㎡

指定都市の市民一人当たり床面積

木造 非木造

〇政令市中１３位
〇人口換算で200万㎡(1.4km四方)少ない

＜地方交付税＞
○ 政令市中７番目に多く，交付税依存率が高いため，国予算の動向に左右されやすい。
○ 他都市平均よりも25,000円多く，人口換算（147万人）では368億円多い。

京都市決算額：1,049億円
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＜標準財政規模＞ 基準財政需要額＋留保財源(交付税算定上の本市の一般財源総額)

○ 政令市中６番目に多い。
○ 他都市平均よりも＋5,700円多い。→人口換算で，84億円多い。

京都市決算額：4,020億円
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＜留保財源＞ 交付税算定上，基準財政収入額に算定されない市税収入等の額

○ 政令市中１３番目
○ 他都市平均よりも△3,700円少ない。→人口換算で，54億円少ない。
※ 標準税収入及び基準財政収入額を基にした推計値

京都市決算額：624億円
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人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 補助費等 投資的経費 積立金 投資及び

出資金

繰出金 合計

市民1人当たり一般財源の他都市平均とのかい離状況(H30決算）

〇 政令市中４番目に多い
〇 特別の財源対策113億円を
講じたうえで，人口換算で
86億円多い
⇒実質的に200億円多い

本市の市民１人当たり歳出（所要一般財源）の他都市平均とのかい離状況
○他都市平均よりも多いもの

人件費，扶助費，補助費等（プール制，公営企業への負担金など），

繰出金（国保，介護，後期高齢など）

(3) 市民一人当たりの歳出（所要一般財源）の他都市比較（H30決算）

特別の財源対策（行革債：3,172円/人）を
講じたうえでの数値であり，実際は，他都
市と同水準

特別の財源対策（公債償還基金の取
崩し67億円・4,592円／人）を講じ
たうえでの数値であり，実際は，他
都市よりさらに高い水準

円

＜人件費＞
○ 政令市中２番目に多い。
○ 他都市平均よりも15,200円多い。→人口換算で，223億円多い。
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京都市決算額：1,500億円

（参考）計画的な職員数の削減等により，

人件費は19年度以降，年間270億円を削減
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15歳未満人口で比較すると
他都市よりも多い

（参考－部門別職員数の他都市との乖離状況） ※H31.4定員管理調査結果に基づき試算

○ 政令市と比較すると，本市の職員数は1,000人程度多い。

※各都市で任用形態が大きく異なる再任用職員の考え方を揃えた場合，他都市との乖離は500人程度(R2.4時点)

○ 特に多い部門は総務（住民関連），民生（福祉事務所），衛生（清掃・保健所），

土木，消防部門となっている

○ 「民間にできることは民間に」を基本に，衛生(清掃)，土木分野をはじめとして，民営化，

委託化等を推進

区役所

(保健ｾﾝﾀｰ)区役所

（市民窓口）

本市は民営保育所が多
く，公営保育所が少ない
ことも影響

（参考）計画的な職員数の削減を進めており，

19年度以降，3,500人を削減

＜物件費＞
○ 政令市中で１番少ない。
○ 他都市平均よりも12,600円少ない。→人口換算で，185億円少ない。

本市では，保健衛生費，清掃費，道路橋りょう費，公園費に係る物件費が特に少なく，これは保健所，
ごみ収集，道路・河川・公園の維持管理等の経費が少ないことが要因と考えられる。

23,401

36,029
33,931

41,381

46,071

38,135

33,015

39,167
40,123

46,498

40,455
41,712

31,561

27,197

42,149

29,124

33,131

41,17841,962

36,990
35,279

0
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35,000

40,000
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50,000

市民1人当たりの物件費一般財源（H30決算）円

京都市決算額：344億円
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＜扶助費＞
○ 政令市中７番目に多い。
○ 他都市平均よりも1,800円多い。→人口換算で，26億円多い。

45,330
43,530

46,038

32,537 33,023

35,956

45,348 46,107

41,331

36,098

29,701
30,894

47,590

60,247

46,388

43,220

38,829 38,392

43,952
42,229 42,039

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

市民1人当たりの扶助費一般財源（H30決算）円

京都市決算額：665億円

（参考１－扶助費の内訳別の他都市との乖離状況）

17.3

3.9

△10.3

25.9

△10.3

26.5

△15.0

△10.0

△5.0

-

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

社
会
福
祉
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老
人
福
祉
費

児
童
福
祉
費

生
活
保
護
費

そ
の
他

合
計

扶助費 他都市との乖離状況(H30決算，人口換算）億円
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（参考２－１５歳未満人口１人当たりの扶助費（児童福祉費））
○ 政令市中５番目に高い。

160,462

149,200

130,054

140,182

130,096

121,515

177,172
181,677

139,016
131,674

94,907

117,218

171,228

191,210

147,192

126,317

147,030

101,062

144,724
138,168

152,390

0
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100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

１５歳未満人口1人当たりの児童福祉費（H30決算）円

＜補助・負担金＞ ※保育所等の社会福祉施設運営費補助，公営企業補助・負担金，市立芸術大学等

への運営費交付金など

○ 政令市中６番目に多い。
○ 他都市平均よりも3,000円多い。→人口換算で，45億円多い。

34,306

31,271

28,040

25,778

14,884

25,871

34,683

42,717

17,714

32,465
33,904

20,279

40,188
38,885

25,595

31,771

24,456

35,109

27,923

30,155

20,855

0
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市民1人当たりの補助費・公営企業負担金等（H30決算）円

京都市決算額：504億円
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（参考１－敬老乗車証制度に要する経費の他都市比較）

○ 政令市中２番目に多い。
○ 他都市平均よりも＋1,200円多い。→人口換算で，18億円多い。

※未実施の自治体も含めた平均からは＋1,700円多い（人口換算で，25億円多い）

京都市決算額：50億円

3,392

2,181
1,935

2,418

0 0

2,711

1,273

0

346

0 0

5,682

1,828
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0
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0
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市民1人当たりの敬老乗車証制度一般財源（H31予算）円

（参考２－公営企業補助・負担金の他都市比較）

○ 政令市中３番目に多い。
○ 他都市平均よりも＋4,900円多い。→人口換算で，71億円多い。

19,398

14,545
13,488

15,885

3,704

10,297

16,410

12,553

6,501

16,537

11,799

8,264

28,166

14,340

10,455
9,737

13,600

18,158
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23,014

8,902
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30,000

市民1人当たりの公営企業補助・負担金（上下水道事業・交通事業）

※H30決算－経費ベース

円

京都市決算額：285億円
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➣ 上水道事業補助・負担金

○ 政令市中１番目に多い。
○ 他都市平均よりも＋1,100円多い。→人口換算で，16億円多い。

1,507

414
447

939

47

1,443

385
434

0
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市民1人当たりの上水道事業（H30決算） ※経費ベース円

京都市決算額：22億円

➣ 下水道事業補助・負担金

○ 政令市中４番目に多い。
○ 他都市平均よりも＋4,000円多い。→人口換算で，59億円多い。

14,697

10,651
10,170 10,093

3,657
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12,001
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15,684

11,421

7,685
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市民1人当たりの下水道事業繰出金（H30決算） ※経費ベース円

京都市決算額：216億円
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3,194
3,357
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市民1人当たりの交通事業繰出金（H30決算） ※経費ベース円

➣ 交通事業補助・負担金

○ 政令市中６番目に多い。
○ 他都市とほぼ同水準
※未実施の自治体も含めた平均からは700円多い（人口換算で，10億円多い）

京都市決算額：47億円

＜繰出金＞ ※国民健康保険，介護，後期高齢など

○ 政令市中３番目に多い。
○ 他都市平均よりも2,400円多い。→人口換算で，35億円多い。

31,227

28,87328,218

22,183
20,687

23,483

27,766

21,006

24,663

27,794
28,603

24,914

28,551
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30,333
31,124

27,13926,594
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30,08430,600
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市民1人当たりの繰出金一般財源（H30決算）円

京都市決算額：459億円
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（参考－国民健康保険任意繰出金の他都市比較）

○ 政令市中８番目に多い。
○ 他都市平均よりも＋600円多い。→人口換算で，8億円多い。

4,399

3,822
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2,674
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市民1人当たりの国保任意繰出一般財源（H30決算）円

京都市決算額：65億円

令和2年度は82億円まで増加
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市民1人当たりの公債費一般財源（H30決算）円

京都市決算額：788億円

＜公債費＞
○ 政令市中８番目に多い。
○ 他都市平均よりも1,800円多い。→人口換算で，26億円多い。

特別の財源対策（公債償還基金の取り崩し67億円
を講じたうえでの数値であり，実際は94億円多い
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＜市債残高＞
○ 政令市２番目に多い。
○ 臨時財政対策債を除いた残高についても，政令市で２番目に多い。
○ 人口換算で，4,116億円多い

(4) その他各種指標の他都市比較（H30決算）

円
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千円
市民１人当たり市債残高（H30決算）

市債残高（臨時財政対策債除く） 臨時財政対策債残高

京都市決算額：13,447億円
（年度末残高）

（参考１－資金手当を目的とする特例的な市債の残高）
○ 政令市中で１番多い。
○ 他都市平均よりも117,000円多い。→ 人口換算で1,713億円多い。※負担を将来世代へ先送り
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18,481 

11,356 
15,473 

3,789 
0 

48,788 

23,845 

9,087 
15,143 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

市民１人当たりの行革債等・退職手当債・地下鉄経営健全化出資債）（H30）円

他都市と比べて突出しており，
これらの償還費が財政を圧迫

○建設事業に対する地方債ではなく，資金手当
を目的とした地方債

○退職手当債は平成30年度，地下鉄経営健全化
出資債は平成29年度まで発行

京都市決算額：1,972億円
（年度末残高）
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％ 指定都市の実質公債費比率

※実質公債費比率
当該年度の市債償還費の規模

＜健全化判断比率の状況＞
➣ 実質公債費比率

○ 政令市中で３番目に高い。

○ 京都市は，交付税措置のない市債（地下鉄経営健全化出資債，行政改革推進債，
退職手当債など）の償還額が多いことから，他都市よりも高い数値となっている

191.2

87.1

57.2

85.5

21.2

145.5138.5

120.4

33.3

138.0

48.8

0.0

118.2

46.4

20.3

71.0

9.3

190.4
171.7

123.2116.6

0

30

60

90

120

150

180

210

240

270

300

京
都

他
都
市

平
均

札
幌

仙
台

さ
い
た
ま

千
葉

横
浜

川
崎

相
模
原

新
潟

静
岡

浜
松

名
古
屋

大
阪

堺 神
戸

岡
山

広
島

北
九
州

福
岡

熊
本

％
指定都市の将来負担比率

※将来負担比率
市債，退職手当等の将来負担
しなければならない負債の規模

➣ 将来負担比率
○ 政令市中で１番高い。

○ 他都市平均よりも，将来の負債が3,600億円大きい。

○ 京都市は，交付税措置のない市債（地下鉄経営健全化出資債，行政改革推進債，
退職手当債など）の償還額が多いことから，他都市よりも高い数値となっている

他都市と比べ，
今後の負担が最も重い
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＜財政調整基金の残高＞

○ 政令市中，最も低く，災害への対応や年度間の財源調整の余地が少ない

○ 他都市平均との差は178億円

京都市決算額： 36億円
（年度末残高）
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市民１人当たりの財政調整基金残高（H30）円

（参考）
京都市は令和元年度末で
残高が０に
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